
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年5月15日

上   場   会   社   名       兼松エレクトロニクス株式会社 上場取引所 東

コード番号       8096 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

平田　正 TEL (03) 5250 - 6801(代)
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 15日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績(平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 51,545 13.3 1,778 24.7 2,810 43.9

12年  3月期 45,492 △ 9.6 1,425 △ 16.5 1,953 22.3

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 948 314.7 35.58 － 4.5 6.6 5.5

12年  3月期 228 △ 43.4 8.57 7.78 1.1 4.6 4.3

(注)①持分法投資損益 13年  3月期              61 百万円            12年  3月期               10 百万円

     ②期中平均株式数(連結）　13年  3月期   26,653,239 株　            　　12年  3月期   26,673,062 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 43,600 21,343 49.0 800.77

12年  3月期 41,439 20,677 49.9 775.78

(注)期末発行済株式数(連結）　13年  3月期  26,653,019 株　        　　12年  3月期  26,653,356 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 △ 106 △ 413 △ 1,036 2,992

12年  3月期 1,956 △ 2,901 △ 1,184 4,547

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規）0　社  (除外）0　社   持分法(新規）0　社  (除外）　0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 25,300 900 400

通　　期 54,700 2,600 1,300

(参考)   1株当たり予想当期純利益(通期）              45 円  40 銭

   (注)   1株当たり予想当期純利益の算出においては、期末発行済株式数に、平成13年6月5日発行予定の

          新株式1,980千株を加えております。

　　　氏　　　　名

現金及び現金同等物
期　末　残　高

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

当期純利益



平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 15日

上   場   会   社   名       兼松エレクトロニクス株式会社 上場取引所 東

コード番号       8096 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

平田　正 TEL (03) 5250 - 6801(代)
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 15日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績(平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 49,305 14.4 1,461 45.2 2,536 51.3

12年  3月期 43,090 △ 10.0 1,006 △ 28.1 1,676 19.3

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 812 411.3 30.47 - 3.9 6.6 5.1

12年  3月期 158 △ 51.2 5.95 5.42 0.8 4.5 3.9

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    26,653,952 株　　　12年  3月期    26,674,559 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 10.00 5.00 5.00 266 32.8 1.3

12年  3月期 10.00 5.00 5.00 266 167.8 1.3

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 40,068 20,893 52.1 783.87

12年  3月期 37,096 20,356 54.9 763.75

(注）期末発行済株式数　13年  3月期       26,653,952　株　　　12年  3月期       26,653,952株

２. 14年  3月期の業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 25,000 1,100 500 5.00 － －

通　　期 53,700 2,500 1,300 － 5.00 10.00

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期）           45 円 40 銭

   (注)　1株当たり予想当期純利益の算出においては、期末発行済株式数に、平成13年6月5日発行予定の

          新株式1,980千株を加えております。

　　　氏　　　　名

１株当たり年間配当金

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり株主資本株主資本比率総  資  産 株  主  資　本

売上高 経常利益 当期純利益

配当性向

１株当たり年間配当金
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１．企業集団の状況
 

 

当社の企業集団は、子会社 5社、関連会社 2社で構成され、情報機器専門商社として、電子情報処

理関連機器およびそれらを利用した産業関連機器の輸出入取引ならびに国内取引を主要業務とし、ソ

フトウエア、ハードウエアの開発、保守ならびに修理業務をあわせて営んでおります。 

当グループの事業に係る位置づけおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･周辺ｼｽﾃﾑ事業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、主要株主兼松株式会社の子会社日本オ

フィス・システム株式会社、株式会社兼松コンピューターシステムが

販売を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、販売し

ております。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入して

おります。 

 子会社ケー・イー・エルシステムズ株式会社は、電子計算機システム

に関するコンサルティングおよびソフトウエアの開発、販売を行って

おります。なお、当社はソフトウエアの開発の一部を委託しておりま

す。 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、主要株主兼松株式会社の子会社日本オ

フィス・システム株式会社、株式会社兼松コンピューターシステムが

販売を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、販売し

ております。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入して

おります。 

ＣＡＤ/ＣＡＥｼｽﾃﾑ事業            …… 主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入しております。 

産業機器システム事業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、関連会社日本エー・ディー・イー株式

会社が販売を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、

販売しております。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購

入しております。 

サービス・保守事業            …… 当社が保守およびシステム関連コンサルティング・教育等の各種サー

ビスを行うほか、保守業務の一部を、子会社ケー・イー・エルテクニ

カルサービス株式会社と関連会社日本ティー・ケー・イー株式会社に

委託しております。 

不 動 産 管 理 事 業            …… 子会社ケー・イー・エル総合サービス株式会社は、当グループの管財・

庶務業務の一部を行うとともに、不動産の賃貸・管理業務を営んでお

ります。なお、当社は、事務所の一部を当子会社より賃借しておりま

す。 

そ の 他 事 業            …… 子会社兼松メディカルシステム株式会社は、医療機器の開発、販売、

賃貸・保守を行っております。なお、取扱商品の一部を主要株主兼松

株式会社から購入しております。 

子会社 KEL Trading Inc. は、海外での新商品の開拓、販売代理権の

獲得、合弁企業の設立等の投融資を行っております。 
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２．経 営 方 針 
 

1. 経営の基本方針 

当社は株主重視の開かれた経営を目指すとともに、情報・通信分野に技術基盤をおいて、企業情報シス

テムの構築の一端を担って、顧客企業の生産性の向上と競争力の強化に必要な最新の機器やシステムの提

案を行い、お客様の経営戦略に役立つ高度なＩＴソリューションを提供してまいります。 

 

2. 利益配当に関する基本方針 

株主への利益還元については、長期的な企業成長の基盤強化に努め、安定的かつ継続的な配当をしてい

くことを基本方針としております。 

引き続き営業力および技術力の強化と財務体質の改善に努めるとともに、長期的な企業成長を維持する

ための技術検証用設備投資、新商品の開拓および開発等もあわせて実施していく所存であります。 

 

3. 中長期的な経営戦略 

企業の経営環境は、ＩＴ技術の進展とインターネットを核とするｅ－ビジネスの本格的な立ち上がりに

より急激な変化を見せています。 

多くの企業はこのようなビジネス環境の変化に迅速に対応し、激変するビジネスシーンを勝ち抜くため

に、重要な経営戦略の一環として生産、流通、管理、運用等を包含したトータルソリューションの提案を

求めるようになってきております。 

このような企業のニーズに的確に対応するために、当社は長年培ってきたＩＴ技術をベースに、より独

自性の高いソリューションを提供するトータルソリューションプロバイダーを目指します。 

３つの戦略 

① 事業領域の拡大 

提携戦略によりシステム構築からコンサルテイングまでビジネス領域を拡大します。 

 

② 戦力の強化と高度化 

プロダクト別販売体制から、より顧客にフォーカスしたソリューション提案型販売体制でユー

ザーの深掘りを行います。 

 

③ 経営資源の増強 

人材の増強と研修制度の充実を図るとともに、社内ＩＴ化（営業支援、顧客管理、電子商取引）

を積極的に推進します。 

 

4. 目標とする経営指標 

上記の中長期経営施策により、平成 15年 3月期には売上高 630 億円、経常利益 35億円、ＲＯＥ（株

主資本利益率）8％以上を目指してまいります。 
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３．経 営 成 績 
 

1. 当期の概況 

わが国の経済は、前半は政府による景気対策と企業のＩＴ分野への投資により立ち直りのきざしを見

せたものの、後半は米国の景気後退の影響を受けて極めて厳しい経営環境を呈しております。 

このような経済環境下ではありましたが、当社は今期より中期３ヶ年事業計画をスタートさせ、ＩＩ

Ｔ（Intelligent Information Technology）ソリューションをビジネスコンセプトとして、お客様に価

値の高いソリューションビジネスを展開する一方、ビジネス領域を拡大させるため他社との協業ビジネ

スを進めてまいりました。 

また、今年３月には株式会社電通国際情報サービスと相互補完関係による事業拡大を目的に資本提携

を含めた業務提携を行いました。 

関係会社では、医療分野が前期に比べ多少落ち込みましたが、半導体分野では市況の回復などで好

調な業績を示しました。 

当期の売上高は 515 億 4千 5百万円となり前期比 60億 5千 2百万円(前期比 13.3%増)の増収、経常

利益は 28億 1千万円となり前期比 8億 5千 7百万円(前期比 43.9%増)の増益、当期純利益は 9 億 4 千

8百万円となり前期比 7億 1千 9百万円(前期比 314.7%増)の増益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりです。 

・ コンピュータ・周辺システム事業 

エンタープライズサーバーやオープンシステム向けストレージ商品が順調に売上を伸ばし、売上高

は196億7百万円（前期比19.3％増）となりました。 

・ ネットワークシステム事業 

他社との協業を進め金融業界のアウトソーシングを捉えて遠隔リモートチャネル装置の販売が伸

び、売上高は 108 億 7 千 5 百万円（前期比 15.3％増）となりました。 

・ ＣＡＤ／ＣＡＥシステム事業 

建築用ＣＡＤは依然低迷が続いておりますが、機械系三次元ＣＡＤシステムが順調に推移し、売上

高は 69億円（前期比 4.3％増）となりました。 

・ 産業機器システム事業 

半導体設計支援ソフトとウェハー検査装置が売上を大幅に増やし、売上高は 36億 2千 9百万円（前

期比 61.5％増）となりました。 

・ サービス・保守事業 

遠隔リモートチャネル装置とストレージ関連装置の保守サービス料の収入は増加しましたが、プリ

ンター系の保守料収入が減少し、売上高は 82億 8千 2百万円（前期比 0.9％減）となりました。 

・ 不動産管理事業 

テナントの補充も進み安定的に推移はしましたが、テナント料下落の影響から、売上高は 4億 2千

4百万円(前期比 4.8%減)となりました。 

・ その他事業 

医療機器の販売が鈍化し、売上高は 18億 2千 6百万円(前期比 6.7%減)となりました。 

 

 

2. 通期の見通し 

当社グループの平成 14年 3月期の業績見通しは、売上高 547 億円、経常利益 26億円、当期純利益 13

億円を見込んでおります。 
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４．連結財務諸表等

(1) 連結貸借対照表 （単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成13年3月31日現在) (平成12年3月31日現在)

　科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

(資   産   の   部) ％ ％

 流  動  資  産 21,748,345 49.9 19,406,874 46.8 2,341,470 

現 金 及 び 預 金 2,184,291 4,593,744 △2,409,452 

受取手形及び売掛金 13,614,843 9,966,718 3,648,125 

有 価 証 券 1,350,000 4,529 1,345,470 

商 品 3,043,541 3,354,848 △311,307 

繰 延 税 金 資 産 290,030 123,450 166,579 

そ の 他 1,294,475 1,444,638 △150,162 

貸 倒 引 当 金 △28,836 △81,055 52,218 

 固  定  資  産 21,852,099 50.1 22,032,224 53.2 △180,125 

  有 形 固 定 資 産 12,335,366 12,550,836 △215,470 

建 物 及 び 構 築 物 3,399,880 3,392,786 7,094 

車 輌 運 搬 具 1,104 3,052 △1,948 

貸 与 資 産 1,003,240 1,105,475 △102,234 

土 地 7,317,627 7,317,627 －  
そ の 他 613,513 731,895 △118,382 

  無 形 固 定 資 産 324,451 318,320 6,131 

  投資その他の資産 9,192,281 9,163,067 29,213 

投 資 有 価 証 券 6,414,043 5,932,068 481,974 

長 期 貸 付 金 9,147 8,297 849 

差 入 保 証 金 1,315,286 1,446,393 △131,106 

繰 延 税 金 資 産 479,284 209,849 269,434 

そ の 他 1,199,042 1,566,811 △367,768 

貸 倒 引 当 金 △224,523 △353 △224,169 

資 産 合 計 43,600,444 100.0 41,439,099 100.0 2,161,345 

増 減
( △ 減 )
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（単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成13年3月31日現在) (平成12年3月31日現在)

　科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

(負   債   の   部) ％ ％

 流  動  負  債 16,018,640 36.7 13,825,391 33.4 2,193,249 

支払手形及び買掛金 7,985,107 6,716,663 1,268,444 

短 期 借 入 金 4,062,710 4,092,074 △29,364 

未 払 法 人 税 等 1,135,253 226,814 908,438 

賞 与 引 当 金 610,682 645,016 △34,333 

そ の 他 2,224,886 2,144,822 80,063 

 固  定  負  債 6,238,738 14.3 6,936,523 16.7 △697,785 

長 期 借 入 金 4,687,200 5,427,500 △740,300 

退 職 給 与 引 当 金 －  1,322,324 △1,322,324 

退 職 給 付 引 当 金 1,201,923 －  1,201,923 

役員退職慰労引当金 153,855 －  153,855 

連 結 調 整 勘 定 19,238 24,048 △4,809 

預 り 保 証 金 176,521 162,651 13,870 

負 債 合 計 22,257,379 51.0 20,761,915 50.1 1,495,463 

(資   本   の   部)

 資      本      金 8,437,257 19.4 8,437,257 20.4 －  
 資  本  準  備  金 7,583,299 17.4 7,583,299 18.3 －  
 連  結  剰  余  金 5,322,962 12.2 4,656,906 11.2 666,056 

21,343,519 49.0 20,677,463 49.9 666,056 

 自   己    株   式 △  454 △0.0 △  279 △0.0 △174 

資 本 合 計 21,343,065 49.0 20,677,184 49.9 665,881 

負 債 及 び 資 本 合 計 43,600,444 100.0 41,439,099 100.0 2,161,345 

  (注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

増 減
( △ 減 )



（兼松エレクトロニクス） 

－ 8 － 

 

 

(2) 連結損益計算書 （単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

増 減

（ △ 減 ）

　科　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

％ ％

  売　　 　上　 　　高 51,545,225 100.0 45,492,505 100.0 6,052,719 

  売　　上　　原　　価 39,291,874 76.2 33,356,394 73.3 5,935,479 

売 上 総 利 益 12,253,350 23.8 12,136,111 26.7 117,239 

  販売費及び一般管理費 10,474,575 20.3 10,710,153 23.6 △235,578 

営 業 利 益 1,778,774 3.5 1,425,957 3.1 352,817 

  営  業  外  収  益 1,281,209 2.5 721,768 1.6 559,441 

受 取 利 息 10,271 18,769 △8,498 

受 取 配 当 金 19,642 25,202 △5,559 

持分法による投資利益 61,654 10,271 51,383 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 4,809 －  4,809 

投 資 事 業 組 合 運 用 益 1,013,094 178,779 834,315 

転 換 社 債 買 入 償 還 益 －  315,760 △315,760 

雑 収 入 171,735 172,984 △1,248 

  営  業  外  費  用 249,451 0.5 194,644 0.4 54,806 

支 払 利 息 195,351 170,404 24,947 

雑 支 出 54,099 24,240 29,859 

経 常 利 益 2,810,532 5.5 1,953,080 4.3 857,452 

  特   別   利   益 54,714 0.1 188,090 0.4 △133,375 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 27,823 1,613 26,209 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 26,891 186,476 △159,584 

  特   別   損   失 824,857 1.6 1,517,297 3.3 △692,440 

固 定 資 産 処 分 損 241,204 174,213 66,991 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 157,230 932,526 △775,296 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5,984 311,010 △305,026 

会 員 権 評 価 損 416,438 90,374 326,063 

会 員 権 売 却 損 4,000 9,171 △5,171 

税金等調整前当期純利益 2,040,390 4.0 623,873 1.4 1,416,517 

法人税、住民税及び事業税 1,528,167 3.0 503,046 1.1 1,025,121 

法 人 税 等 調 整 額 △  436,014 △0.8 △  141,933 △0.3 △294,080 

少 数 株 主 損 失 －  34,108 0.1 △34,108 

当 期 純 利 益 948,237 1.8 228,652 0.5 719,584 

  (注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

( ) )(自 平成12年4月１日
至 平成13年3月31日

自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日


